
1　職員の任免及び職員数に関する状況
(1) 職員の任免に関する状況

ア　採用試験の状況(令和４年度）

※　採用試験は市長部局で実施しています。

イ　再任用の状況(令和４年度）

ウ　昇任選考の状況(令和４年度）

エ　職員の退職に関する状況(令和４年度）

(2) 職員数に関する状況(令和４年４月１日現在）

※　再任用職員（短時間勤務を除く。）を含みます。

２　職員の給与の状況(令和４年４月１日現在）

※　令和３年４月の給料及び給与の平均額で公表しています。

※　その他給与に関しての詳細については、「給与・定員管理等の公表」により公表しています。

円 円

※　任期付職員、再任用職員（短時間勤務を除く。）を含みます（以下同じ。）。
※　平均年齢の小数点以下２桁は、月数を表します。

279,943 円 380,994 円 41.20歳

※　一般行政職には、企業職給料表の適用を受ける職員、任期付職員、

一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

一般行政職 技能労務職 計

432 人 1 人 433 人

1 人 0 人 26 人9 人 1 人 15 人

※　昇任選考は年度末に実施され、選考の結果は翌年度４月１日の人事異動時に反映されます。

定年退職 勧奨退職 普通退職 死亡退職 その他 計

11 人 8 人 33 人3 人 5 人 6 人

更新 17

部長級 次長級 課長級 課長補佐級

新規 14 人

人

区分
常時勤務

職員
短時間勤務

職員
計

人

3 人 17

人 3

　多賀城市人事行政の運営等の状況

区分 申込者数
第１次試験

受験者数（Ａ）
第１次試験
合格者数

最終合格者数
（Ｂ）

競争倍率

（Ａ）／（Ｂ）

中級

初級

実務経験

研究員

合計 216

保育士 5

建築 2

30 人 15

人 63 人 30

0

2

1

上級

行政 126 人 98 人 人 6.5 倍

土木 1 人 0 人 0 人 人 - 倍

保健師 3 人 3 人 3 人 人 1.5 倍

社会福祉 3 人 3 人 2 人 人 3.0 倍

人 3 人 1 人 0 人 - 倍

事務Ａ 45 人 39 人 19 人 9 人 4.3 倍

事務B 26 人 25 人 2 人 0 人 - 倍

機械 4 人 4 人 4 人 2 人 2.0 倍

人 2 人 2 人

1 人 1 人 0 人

人 178 倍人 5.9

1 人 2.0 倍

0 人 - 倍

20

人

係長級 計
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(1) 勤務時間の状況（令和４年４月１日現在。出先機関等を除く標準的なもの。）

(2) 年次有給休暇の取得状況(令和４年）

(3) 時間外勤務及び休日勤務の状況(令和３年度）

(4) 特別休暇制度の状況

公民権の行使 必要と認められる期間
証人､参考人等として官公署へ出頭 必要と認められる期間
骨髄液の提供 必要と認められる期間
報酬を得ないで社会貢献活動を行う場合 １暦年につき５日以内
結婚に伴う行事 連続する７日の範囲内

不妊治療に係る休暇

妊娠に起因する障害（つわり） １０日以内
通勤が母体、胎児に影響のある場合 １日１時間又は１日２回各３０分
母子健康法による保健指導又は健康診査 必要と認められる期間
業務が母胎及び胎児に影響のある場合 必要と認められる期間
妊娠１２週未満での流産 １０日以内
８週（多胎は１４週）以内に出産する場合 出産の日までに申し出た期間
出産した場合 出産の翌日から８週間
生後１歳に満たない子の育児 １日１時間又は１日２回各３０分
生理日において業務困難な場合 ２日以内
妻の出産（入院の日から出産後１４日以内）の場合 ２日以内

保護する幼児の法定検診及び予防接種等 必要と認められる期間

要介護状態の家族の介護 １暦年につき５日（２人以上１０日）以内
親族の葬儀等 死亡した親族に応じ１日から１０日以内
配偶者、父母又は子の追悼行事 １日
夏季における心身健康維持増進
自然災害等による住居の損壊 ７日の範囲内
自然災害等による交通遮断及び危険回避 必要と認められる期間
法令による交通遮断又は隔離 必要と認められる期間
結核疾患による勤務軽減 必要と認められる期間
通信制学校における授業への出席 必要と認められる期間
職務遂行に必要な資格取得のための試験 必要と認められる期間
国、県、その他公共団体からの表彰 必要と認められる期間
公共団体主催の運動競技会への参加 必要と認められる期間
職務に関連がある講習、講演等への参加 必要と認められる期間
任命権者が特に必要と認める場合 必要と認められる期間

(5)  育児休業取得の状況

※　令和４年度中に新たに育児休業の承認又は期間の延長を申し出た人数です。

連続する５日（７月から９月の間）の範囲内

※　特別休暇制度は、任命権者に関わらず、全職員同一の制度となります。

育児休業の承認 育児休業期間の延長

15 人 2 人

※　対象職員は、令和４年度中の時間外勤務手当支給対象職員です。

休暇の種類 付与日数・期間

妻の産前産後の期間中、夫が、出産した子又は小
学校就学前までの子を養育するとき

当該期間内において５日の範囲内の期間

小学校就学の始期に達するまでの子を看護する場合 １暦年につき５日（子が２人以上１０日）以内

１暦年につき５日（通院等が体外受精等による
ものである場合は１０日）以内

※　付与日数には、前年から繰り越された日数を含みます。

対象職員 時間外・休日勤務時間総時間数
職員１人当たり平均時間外・

休日勤務時間総時間数

384 人 71,765 時間 186.9 時間

日 11.0 日 30.6 ％

※　対象職員は、令和４年１２月３１日に在職していた職員です。

対象職員 付与日数（A) 取得日数（B) 平均取得日数 取得率（B／A）

428 人 16,140 日 4,927

１日の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

７時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分
正午から

午後１時００分まで
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況
(1) 分限処分の状況(令和４年度）

区分
勤務実績が良くない場合
心身の故障の場合
職に必要な適格性を欠く場合
職制、定数の改廃、予算減少により廃職、過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合
条例で定めた事由による場合

(2) 懲戒処分の状況(令和４年度）

５　職員の服務の状況
(1) 職務専念義務免除の状況(令和４年度）

※　各区分、延べ人数です。

(2) 営利企業従事許可の状況(令和４年度）

※　各区分、延べ人数です。

６　職員の研修の状況及び勤務成績の評定の状況
〇　職員の研修の状況

○ 勤務成績の評定の状況(令和４年度）

７　職員の福祉及び利益の保護の状況
(1) 福祉(健康診断）の状況（令和４年度）

人 人 ％
人 人 ％

(2) 利益の保護の状況（令和４年度）
ア　勤務条件に関する措置の要求の状況　なし
イ　不利益処分に関する不服申し立ての状況　なし

石綿検診 11 11 100.0
定期検診 442 425 96.2

計 14 人

　職員の研修は、研修計画により新規採用職員研修や管理監督者研修などの階層別研修、
甲種防火管理者新規講習やｅラーニングによる情報セキュリティ研修などを実施し、
令和４年度は延べ２，０２２人が受講しています。

　地方公務員法に基づき、能力評価及び業績評価から成る人事評価制度を実施しています。
　令和４年度は、勤勉手当に係る職員の勤務評定を行い、勤務評定に基づき、勤勉手当の成
績率の決定を行っています。

区分 対象者 受診者 受診率

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 1 人

報酬を得て事業又は事務に従事する場合 10 人

計 732 人

区分 合計

営利を目的とする会社、その他の団体の役員、顧問、評
議員及びこれに準ずる職員の地位を兼ねる場合

3 人

法による不服申し立てをし、又は出頭する場合 - 人

その他特に必要と認められる場合 - 人

特別職又は他の地方公共団体の職を兼ね、その事
務を行う場合

- 人

必要と認められる他の団体の職を兼ね、その事務
を行う場合

15 人

区分 合計

厚生に関する計画の実施に参加する場合 717 人

－ － － － 0人 0人

戒告 減給 停職 免職 計 訓告等

- - - - -
- - - - -

- - - - -
- - - - -

- - - - -
- - 6 - 6

（単位：人）
降任 免職 休職 降給 計
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